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京都私学互助会規約 

 

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 この規約は、公益財団法人京都私学振興会定款第４条第５号及び第３８条の規定に

基づき設ける京都私学互助会 (以下「本会」という) に関し必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

（管 掌） 

第２条 本会は、公益財団法人京都私学振興会の理事会 (以下「理事会」という) が、管掌す

る。 

 

第２章 運営審議会 

（運営審議会） 

第３条 本会の適正な運営を図るため、若干名の委員をもって組織する互助会運営審議会 

（以下「審議会」という）を置く。 

 

（運営審議会の職務） 

第４条 次の各号に掲げる事項については、公益財団法人京都私学振興会理事長（以下「理

事長」という）は、予め審議会の意見を聞かなければならない。 

（１）この規約の変更 

（２）業務規定の変更 

（３）会員の資格又は給付の決定、掛金その他この規約に定める徴収金の徴収及び 

会員の資格喪失に対する不服、会員対象期間の確認等について審議会に付さ 

れた事項 

（４）その他本会の業務に関する重要事項 

２ 次の各号に掲げる事項については、理事長は審議会に報告しなければならない。 

（１）毎事業年度の本会に関わる予算及び事業計画          

（２）毎事業年度の本会に関わる決算及び事業報告               

 

（委員の委嘱及び任期） 

第５条 審議会の委員は、会員及び学識経験者等のなかから理事長が委嘱する。 

２ 委員の任期は４年とする。但し、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。 
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（議事の進行） 

第６条 審議会の議事進行は理事長が行う。 

 

（会 議） 

第７条 審議会の会議は、定例及び臨時会議とする。 

２ 定例会は、毎年 1 回以上理事長が招集する。 

３ 臨時会は、理事長が必要と認めた場合、又は委員の半数以上の者から会議に付議す 

べき事項を示して、会議の招集の請求のあった場合に理事長がこれを招集する。 

４ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。但し、議事について 

書面をもって予め意思を表示した者は出席者とみなす。 

 

（議決の方法） 

第８条 審議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決する。 

 

第３章 会  員 

（会 員） 

第９条 京都府内の私立学校法第３条に定める学校法人、同法第６４条第４項の法人、及び

それらに準ずる学校、又は私立学校関係団体 (以下｢学校法人等｣という) に使用される者

で、学校法人等から給与を受ける者 (以下｢教職員等｣という) は会員となることができる。

但し、次の各号に掲げる者はこの限りでない。 

（１）専任でない者 

（２）臨時に使用される者 

（３）常時勤務に服さない者 

 

（会員資格の取得） 

第１０条 教職員等は前条各号に掲げる者を除き、その教職員となった日から会員たる資格

を取得する。 

２ 学校法人等が新たに本会に加入しようとするときは、学校法人等異動報告書を本会に提

出するものとする。 

３ 学校法人等はその使用する教職員等について、資格取得報告書（様式第１号）を採用等

による取得理由が発生した日から１０日以内に、本会に提出しなければならない。 

４ 会員となった者が、休職に相当する取扱いを受け、その取扱いの期間中、学校法人等か

ら給与の全部又は一部を受けるとき、又は私立学校教職員共済法第１４条第２項各号の事

由に該当するときは、本規約第１１条の規定にかかわらず、その該当する間その者を会員

とする。 
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（会員資格の喪失） 

第１１条 会員は、次の各号の一に該当するに至ったときは、その翌日から会員たる資格を

喪失する。 

（１）死亡したとき 

（２）退職したとき 

（３）第９条但し書きの各号に掲げる者になったとき 

（４）使用される学校法人等が解散したとき 

（５）脱退したとき 

（６）除名されたとき 

 

（脱退・除名） 

第１２条 会員が脱退しようとするときは、理由を付した脱退届を、所属学校法人等を通じ

て、理事長に提出しなければならない。 

２ 会員が次の各号の一に該当するときは、審議会の議を経て、理事会の承認を受けて、理

事長はこれを除名することが出来るものとする。 

（１）この法人の名誉を著しく傷つけ、又は本会に重大な損害を与えたとき、並びにこの

法人の目的に違反する行為があったとき 

（２）本会の会員としての義務に違反したとき 

 

（会員たる期間） 

第１３条 会員たる期間は、会員たる資格を取得した日の属する月から起算し、その資格を

喪失した日の前日の属する月をもって終了するものとする。 

 

（会員の権利） 

第１４条 会員は、次の権利を有する。 

（１）給付及び貸付を受ける権利 

（２）本会の設置する施設を利用する権利 

（３）各種事業に参加する権利 

（４）委員に選ばれる権利 

 

（会員の権利の保護） 

第１５条 会員の権利は、他人に譲渡したり又は担保に供することはできない。 
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第４章 掛 金 

（掛 金） 

第１６条 本会は、会の業務に要する費用に充てるため掛金を徴収する。 

２ 掛金は会員の標準給与月額の１２／１０００とし、その負担割合は、会員が１０／１０

００、その会員を使用する学校法人等が２／１０００とする。 

３ 会員の給与の報告及び標準給与月額の決定については、私立学校教職員共済法及び日本

私立学校振興・共済事業団の規則に準拠するものとする。 

 

（掛金の納付） 

第１７条 学校法人等は前条に定める会員及び学校法人等の負担すべき毎月の掛金を第１６

条第２項の規定に従って翌月末日までに本会に納付しなければならない。 

２ 納付された掛金は、相当の事由がない限り返還しない。 

 

（臨時掛金） 

第１８条 本会は会の業務に要する費用に充てるため、審議会の意見を聞き理事会の議を経

て、臨時掛金の徴収を決定することができる。 

２ 臨時掛金の納付については、第１７条の規定を準用する。 

 

第５章 請  求 

（請求の期間） 

第１９条 給付・貸付等は、その原因が会員としての資格を有し、掛金が遅滞無く納付され

ているときに生じたものに限る。但し、結婚祝金については、資格喪失後１カ月以内に限

り、又出産祝金については、退職後６カ月以内に出産したときまでに請求することができ

る。 

 

（請求期日） 

第２０条 この規約による給付の請求は、所属学校法人等を通じて次の期日以内に行うもの

とする。 

（１）療養補助費・家族療養費・入院見舞金は、受診した月の末日から６カ月以内 

（２）介護手当金は、介護費(介護人費・医療費)支払月の末日から６カ月以内 

（３）弔慰金・災害見舞金は、その原因の発生した月の末日から３０日以内 

（４）障害見舞金は、医療機関による障害認定の日から３０日以内 

（５）出産祝金・育児誕生金は、扶養者認定事由が生じた日から３０日以内 

（６）結婚祝金は、婚姻の届出の日から３０日以内 

（７）退会一時金は、会員資格喪失の事由の生じた日から１０日以内 
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（請求権の時効） 

第２１条 給付は、その事由が発生した日から２年以内に請求しなければ、その権利を失う。 

 

（請求権者） 

第２２条 給付の請求は、会員及び会員であった者(死亡による場合はその遺族)が行わなけ

ればならない。但し、その受給者は請求者と同一とする。 

２ 前項に掲げる遺族の順位は次のとおりとする。但し、会員が死亡前に特別の意思を表示

したときはこの限りでない。 

（１）配偶者 

（２）子（年長の順） 

（３）父母 

（４）孫（年長の順） 

（５）祖父母 

（６）埋葬を行なった者 

 

（給付の制限及び処置） 

第２３条 給付・貸付等について次の各号に該当する場合、事実認定及び給付金・貸付金等

の返還についての処置は、審議会の議を経て理事長が決定する。 

（１）会員が給付を受ける目的で故意に原因をつくったとき 

（２）給付・貸付等の原因に虚偽の事実があったとき 

（３）その請求又は受領に関して不正の事実があったとき 

 

（償 還） 

第２４条 貸付金及び手数料等の償還及び納入は、学校法人等毎にまとめて給与から徴収・

納付しなければならない。 

 

第６章 業  務 

（業 務） 

第２５条 本会は、定款第４条第５号に定める事業を行うため、次の各号に掲げる業務を行

なう。 

（１）会員の疾病・負傷・死亡・出産・退職・災厄等に関する給付 

（２）会員の被扶養者の疾病・負傷・死亡・出産・災厄等に関する給付 

（３）会員に対する貸付業務 

（４）会員の福祉を増進するための厚生文化に関する事業 
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（業務規定） 

第２６条 理事会は、この規約施行についての細則たる業務規定を作成し、本会の業務の執

行に関して必要な事項を定める。 

２ 業務規定を変更しようとするときは、審議会の議を経て理事会が決定する。 

 

第１節 給付事業 

（療養補助費） 

第２７条 会員が疾病又は負傷により療養を受けたときは、療養補助費を支給する。 

２ 療養補助費の額は、１カ月１診療科１診療機関当り２,０００円以内とする。 

３ 療養補助費の請求は、月毎に行なう。 

 

（家族療養費） 

第２８条 会員の被扶養者が疾病又は負傷により療養を受けたときは、家族療養費を支給す

る。但し、被扶養者とは、私立学校教職員共済制度又はこれに準ずる社会保障各制度にお

いて給付の対象となっている者をいう。 

２ 家族療養費の額は、被扶養者１名について、１カ月１診療科１診療機関当り２,０００円

以内とする。 

３ 家族療養費の請求は、月毎に行なう。 

 

（弔慰金） 

第２９条 会員又は会員の配偶者及びその他の被扶養者が死亡したときは、弔慰金を支給す

る。 

２ 弔慰金の額は、次のとおりとする。 

（１）会 員 １００，０００円 

（２）配偶者(被扶養者でない者を含む) ５０，０００円 

（３）その他の被扶養者 １０，０００円 

（４）被扶養者認定前(死産を含む)の乳児 ３，０００円 

 

（障害見舞金） 

第３０条 会員が傷病のため身体の障害が残ったときは、その程度に応じて障害見舞金を支

給する。 

２ 障害見舞金の額は、次のとおりとする。 

障害のために退職する者及び給与月額の低下した者 ５０，０００円 

障害のため従事することはできるが、はなはだしい機能障害のあるもの 

 ３０，０００円 

外貌に著しい痕跡を残したもの １０，０００円 
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（災害見舞金） 

第３１条 会員の住居が、風水害・火災等で災害を受けたときは、その程度に応じて災害見

舞金を支給する。 

２ 災害見舞金の額は、次のとおりとする。 

（１）住居が全焼又は全壊したとき ５０，０００円 

（２）住居が半焼又は半壊したとき ２０，０００円 

（３）住居が１／３焼又は１／３壊したとき １０，０００円 

（４）住居が１／３焼又は１／３壊に満たないとき ５，０００円 

 

（出産祝金） 

第３２条 会員又は会員の配偶者(被扶養者)が出産したときは、出産祝金を支給する。 

２ 出産祝金の額は、出生児１人につき３０，０００円とする。 

 

（育児誕生金） 

第３３条 会員の被扶養者が０歳から満５歳までの５年間、育児誕生金を支給する。 

２ 育児誕生金の額は、１２，０００円とし、誕生月に支給する。 

 

（結婚祝金） 

第３４条 会員が会員資格取得の月より退職後１カ月までの期間に結婚したときは、結婚祝

金を支給する。 

２ 結婚祝金の額は、２０，０００円とする。 

 

（入院見舞金） 

第３５条 会員又はその被扶養者が傷病のため医療機関に入院したときは、次の入院見舞金

を支給する。但し、1会員につき年度内３０，０００円を限度とする。 

会    員  入院 1日につき １，０００円 

被扶養者  入院 1日につき    ５００円 

 

（介護手当金） 

第３６条 会員が,介護保険法による要介護認定若しくは要支援認定を受け、在宅もしくは

施設において介護人（ヘルパー若しくはホームヘルパー）による介護サービスを受け

たとき、当該介護人又は施設に支払った介護費用を次の介護手当金として支給する。

但し、１会員につき年度内５０，０００円を限度とする。 

会    員  １日につき  １，０００円 
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第２節 貸付事業 

（一般貸付） 

第３７条 会員が臨時の出費により資金が必要となったとき、一般貸付金として貸付を行な

う。 

２ 貸付の額は、５０，０００円から５００，０００円の範囲とし、１０，０００円単位で

行なう。 

３ 貸付に対する事務手数料は、１カ年につき１%とし、貸付当日より起算する。 

４ 貸付金の償還は 

２００，０００円以下のとき２０カ月以内 

３００，０００円以下のとき３０カ月以内 

５００，０００円以下のとき５０カ月以内 

とし、手数料と共に貸付額に応じ均等分割で償還しなければならない。 

５ 貸付金の残高全部を一時に償還した場合は、事務手数料を清算し払戻しをする。 

６ 貸付金の償還を遅延した場合、月０．９%の遅延手数料を徴収する。 

 

（入学資金貸付） 

第３８条 会員の子女が大学 (短大を含む)・高等専門学校・専門学校・専修学校・各種学校

高等学校・中学校・小学校に入学し資金が必要となったとき、入学資金の貸付を行なう。 

２ 貸付の額は、一子につき２００，０００円以内とする。 

３ 貸付金の償還は、貸付日より１カ月据置き、以後２０カ月で均等償還するものとする。 

４ 貸付に対する事務手数料は、１カ年につき１%とし、貸付当日より起算する。 

５ 前条第５項・第６項の規定は、本条入学資金の貸付に準用する。 

 

（貸付の制限） 

第３９条 第３７条による貸付（一般貸付）は、予算の許す範囲で行なうものとする。 

２ 次に掲げる者は、第３７条の貸付を受けることはできない。 

（１）貸付の申込日まで引き続き会員であった期間が１年未満の者 

（２）現に第３７条の貸付を受けている者 

（３）償還期限前に貸付残高を一括償還した日から９０日を経ていない者 

（４）所属学校から所定の給与の支給を受けていない者 

３ 次に掲げる者は、第３８条の貸付（入学資金貸付）を受けることはできない。 

（１）貸付の申込日まで引き続き会員であった期間が１年未満の者 

（２）所属学校から所定の給与の支給を受けていない者 
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（貸付の申込み） 

第４０条 貸付金を受けようとする会員は、貸付申込書及び借用証書を申込人の勤務する学

校法人等（以下「当該学校法人等」という） を通じて本会に提出するものとする。 

２ 貸付申込書には、申込人の署名捺印と共に当該学校法人等の長の記名捺印を付さなけれ

ばならない。 

 

（貸付の決定） 

第４１条 貸付の申込みがあったとき、本会は第３９条による貸付の制限等を審査したうえ、

速やかに貸付の可否を決定する。 

２ 貸付を可とした場合、本会は当該学校法人等を通じて、申込人（以下「借受人」という） 

に資金を貸付けるものとする。 

３ 貸付を否とした場合、本会は理由を付して当該学校法人等を通じてその旨を申込人に通

知するとともに、借用証書を返却する。 

 

（即時償還） 

第４２条 借受人は、次の各号の一に該当したとき、貸付金の残額を即時に償還しなければ

ならない。 

（１）第１１条により会員資格を喪失したとき。 

（２）民事再生法による再生手続開始の申し立てをしたとき。 

（３）破産法による破産の申し立てをしたとき。 

２ 借受人が前各号の一に該当したとき、本会は借受人の未償還残高より退会一時金相当額

を控除し、その残額について貸付金一括償還通知書を当該学校法人等を通じて借受人に送

付する。 

３ 貸付金一括償還通知書の送付を受けた当該学校法人等は、借受人の給与・賞与等又は退

職手当から一括償還額を控除して、当該金額を借受人に代わって本会に償還するものとす

る。 

 

第３節 退会一時金 

（退会一時金） 

第４３条 会員が、第１１条の規定により資格を喪失した場合、退会一時金を支給する。但

し、除名により資格を喪失した場合の取扱いはその都度定める。 

２ 退会一時金の額は、当該会員の掛金総額の範囲において、次の割合によって支給する。 

（１）本会設立時より平成１１年３月までの掛金については、次の支給率により計算する。 

加入後３年未満 掛金総額の５０％ 

満３年以上５年未満 掛金総額の６０％ 

満５年以上１０年未満 掛金総額の６５％ 
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満１０年以上 掛金総額の７０％ 

（２）平成１１年４月以降の掛金については、次の支給率により計算する。 

加入後５年未満 掛金総額の５０％ 

満５年以上１０年未満 掛金総額の５５％ 

満１０年以上 掛金総額の６０％ 

（３）平成２４年４月以降の掛金については、次の支給率により計算する。 

加入後５年未満 掛金総額の４５％ 

満５年以上  掛金総額の５０％ 

（４）令和元年７月以降の掛金については、次の支給率により計算する。 

加入年数に関わらず 掛金総額の３５％ 

 

 

第７章 会  計 

（会 計） 

第４４条 本会の事業に関する会計は、公益法人会計基準(平成 20 年基準)に基づき行うもの

とする。 

 

第８章 規約の変更 

 

（規約の変更） 

第４５条 この規約の変更は、審議会の議を経て理事長が決定する。 

 

付 則 

この規約は、昭和５９年４月１日より施行する。 

付 則（住宅資金融資の斡旋） 

この規約は、昭和６２年６月１日より施行する。 

付 則（入院見舞金・介護手当金の変更） 

この規約は、平成９年５月６日より施行する。 

付 則 

この規約は、平成１０年１０月１日より施行する。 

付 則 

この規約は、平成１１年４月１日より施行する。 

付 則（貸付手数料率の変更） 

この規約は、平成１２年４月１日より施行し、施行日以前の貸付に対する施行日以後の事務

手数料についてもこれを適用する。 

付 則（住宅資金融資の斡旋の変更） 
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この規約は、平成１３年９月１７日より施行する。 

付 則（療養補助費他の変更） 

この規約は、平成１５年４月１日より施行する。但し、第２７条第２項・第２８条第２項の

改正については、医療費の被保険者３割負担が施行された日より施行する。 

付 則（第６章第２節の貸付事業の変更） 

この規約は、平成１８年４月１日より施行する。 

付 則（公益財団法人移行に伴う変更） 

この規約は、公益財団法人の設立の登記の日から施行する。 

付 則（第３７条 退会一時金の変更） 

この規約は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則（第３２条 出産祝金、第３５条入院見舞金、第３６条介護手当金の変更） 

この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則（第４０条 住宅資金融資の斡旋の削除） 

この規約は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則（第４３条 退会一時金の変更） 

この規約は、令和元年７月１日から施行する。 

付 則（第 2 章運営審議会の変更） 

この規約は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則（第３２条出産祝金の変更） 

この規約は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。（令和 6 年 4 月 1 日以降の出生児） 

付 則（第２７条 療養補助費の変更、第２８条 家族療養費の変更、 

第３３条 育児誕生金の変更） 

この規約は、令和 8 年 4 月 1 日から施行する。（令和 8 年 4 月 1 日以降の診療） 

 


